
１ はじめに

バブル崩壊後、９０年代において我が国経済の低

迷が長期化していることは、その要因が単に景気

循環的なものではなく、構造的なものにあること

を強く示唆している。この「失われた１０年」を分

析するに当たっては、GDPの約６割を占める個

人消費の担い手である家計の経済構造を正確に把

握し、その行動のメカニズムを解明していくこと

が重要である。

総務省統計局が５年に１回実施している「全国

消費実態調査」は、家計に関する包括的な調査で

あり、家計の収支及び貯蓄・負債、住宅・宅地な

どの家計資産を詳細に調査し、豊富なデータが含

まれている（図表１参照）。この調査は、集計世

帯数が約５万２千世帯であり、５年に１回の実施

という制約はあるものの、貯蓄に関する同種調査

である「貯蓄動向調査」（総務省）の約５，４００世帯、

「貯蓄と消費に関する世論調査」（貯蓄広報中央

委員会）の約４，２００世帯、「家計における金融資産

選択に関する調査」（郵政研究所）の約３，７００世帯

と比べて非常に多く、信頼度も高いものと考えら

れる。

平成１２年１２月２６日に、平成１１年（１９９９年）「全
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図表１ 平成１１年全国消費実態調査の概要

調査の目的

国民生活の実態について、家計の収支及び貯蓄・負債、耐久消費財、住宅・宅地などの家計資産を

総合的に調査し、全国及び地域別の世帯の消費・所得・資産に係る水準、構造、分布などを明らかに

することを目的として、昭和３４年（１９５９年）の第１回調査以来５年ごとに実施。平成１１年が９回目の

調査。

調査の期日 平成１１年９月、１０月、１１月の３ヶ月間について実施。

調査の地域 すべての市及び約４７０町村において、平成７年国勢調査調査区のうちから一定数の調査区を選定。

調 査 対 象 調査区内にある二人以上の一般世帯と単身世帯のうちから選定した世帯を対象。

調 査 事 項

・収入及び支出に関する事項

・主要耐久消費財に関する事項

・年間収入に関する事項

・貯蓄現在高に関する事項

・借入金残高に関する事項

・世帯及び世帯員に関する事項

・現住居に関する事項

・現住居以外の住宅及び宅地に関する事項

（資料） 総務省ホームページ
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国消費実態調査」の二人以上の一般世帯の家計収

支及び貯蓄・負債に関する結果の速報が公表され

たので、本稿ではそのデータを用い、主として平

成元年（１９８９年）、同６年（１９９４年）の調査結果

と比較することにより、１９９０年代における二人以

上の一般世帯の貯蓄・負債動向の推移を紹介する

こととしたい。

この３時点の比較は、�１８９年末の大納会で日経

平均株価が過去最高の３万８，９１５円をつけたこと

に象徴されるように、８９年調査時点はバブルの最

盛期であったこと、�２９４年は、バブルが崩壊し数

年を経ているが、その後本格的に発生した金融シ

ステム不安が顕在化する以前の時期であること、

�３９９年は９７年１１月の山一證券、北海道拓殖銀行の

破綻等による金融システム不安が９８年にかけて高

まった後であり、経済低迷や低金利の長期化が現

実化した時期であること、から大変興味深いもの

がある。

参考までに、「全国消費実態調査」の調査時点

である８９、９４、９９の各年年末における主要経済指

標の数値を図表２に掲げた。

２ １９６９～９９年の３０年間における貯蓄・負債現在

高の推移

９０年代における変化を詳しく見る前に、１９６９年

以降の長期のトレンドをまず概観することとした

い。この調査は、調査年の１１月末日における世

帯１）の貯蓄現在高、負債現在高を聞いており、過

去７回の調査結果をまとめたものが図表３であり、

上段は全世帯、下段は勤労世帯である。また、貯

蓄、負債等の年収に対する比率の推移を図表４に

まとめた。

２．１ 全世帯の動向

我が国経済の発展や物価の上昇に伴い、全世帯

の貯蓄現在高は９９年で１，４８５万円に達し、６９年か

らの３０年間で１０．７倍になっている。また、金融正

味資産２）も９９年で９１７万円に達し、３０年間で８．３倍

と増加している。しかし、貯蓄の伸び率の推移を

見ると９０年代の後半（９４年１１月～９９年１１月）に

８．９％増とそれ以前の高い伸び率に比べかなり落

ち込んでいるのが目立つ。これは、この間の年間

収入が３．１％減と３０年間で初めてマイナスになっ

たことが大きく影響しているものと思われる。９０

年代後半は、負債が１６．６％増加し（年率３．１％増）、

貯蓄の増加率８．９％（年率１．７％増）を大きく上

回った結果、金融正味資産は４．７％の増加（年率

０．９％増）と低い伸び率にとどまっている。

図表４にある金融正味資産の年収比の推移をみ

ると、この３０年間で減少した時期もあったが、ト

レンドとしては増加しており、９９年において家計

は年収を約２割上回る金融正味資産の蓄積を進め

ている。厳しい経済環境にもかかわらず、９０年代

において年収比で金融正味資産を１４．４ポイント増

図表２ 調査時点における主要経済指標

公 定 歩 合 長期国債利回り 日経平均株価 実質GDP前年比 全国CPI前年比 完全失業率

１９８９年 ４．２５％ ５．３％ ３８，９１５円 ４．７％ ２．３％ ２．１％

１９９４年 １．７５％ ４．６％ １９，７２３円 ０．６％ ０．７％ ２．８％

１９９９年 ０．５％ １．８％ １８，９３４円 ０．８％ △０．３％ ４．７％

（資料）「金融経済統計月報」（日本銀行）

１）本稿では特に断り書きがない場合、世帯は二人以上の一般世帯のことである。
２）本稿では、貯蓄現在高―負債現在高を金融正味資産と呼ぶこととする。
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図表３ 過去３０年間（１９６９～９９年）の貯蓄・負債現在高の推移

全 世 帯

年

貯 蓄
現 在 高

千円
増減率

％

負 債
現 在 高

千円
増 減 率

％

金融正味
資 産

千円
増 減 率

％
年間収入

千円
増 減 率

％

１９６９年

１９７４年

１９７９年

１９８４年

１９８９年

１９９４年

１９９９年

１，３８２

２，５３８

４，９５０

６，７１０

１０，９２４

１３，６３１

１４，８４８

―

８３．６

９５．０

３５．６

６２．８

２４．８

８．９

２７２

７８０

１，６９６

２，６３８

３，８４０

４，８６７

５，６７４

―

１８６．８

１１７．４

５５．５

４５．６

２６．７

１６．６

１，１１０

１，７５８

３，２５４

４，０７２

７，０８４

８，７６４

９，１７４

―

５８．４

８５．１

２５．１

７４．０

２３．７

４．７

１，３１４

２，６９０

４，３３９

５，４８８

６，７０４

７，８８４

７，６３８

―

１４０．７

６１．３

２６．５

２２．２

１７．６

－３．１

勤労者世帯

年

貯 蓄
現 在 高

千円
増 減 率

％

負 債
現 在 高

千円
増 減 率

％

金融正味
資 産

千円
増 減 率

％
年間収入

千円
増 減 率

％

１９６９年

１９７４年

１９７９年

１９８４年

１９８９年

１９９４年

１９９９年

１，０５１

２，０５７

４，１０３

５，６３２

８，７２６

１１，１３６

１１，７８５

―

９５．７

９９．５

３７．３

５４．９

２７．６

５．８

１９８

６６６

１，６４５

２，７６６

３，５３７

４，７９８

６，２１３

―

２３６．４

１４７．０

６８．１

２７．９

３５．７

２９．５

８５３

１，３９１

２，４５８

２，８６６

５，１８９

６，３３８

５，５７２

―

６３．１

７６．７

１６．６

８１．１

２２．１

－１２．１

１，１８５

２，５４９

４，２８３

５，５４４

６，６９３

８，０４４

８，０２５

―

１１５．１

６８．０

２９．４

２０．７

２０．２

－０．２

（資料）「全国消費実態調査」（総務省統計局）
（注１） 金融正味資産は、貯蓄現在高－負債現在高である。
（注２） 各年１１月末日現在

図表４ 貯蓄・負債の年収比の推移（過去３０年間）

全世帯

年
貯蓄年収比

％
負債年収比

％

金 融 正 味
資産年収比

％

１９６９年

１９７４年

１９７９年

１９８４年

１９８９年

１９９４年

１９９９年

１０５．２

９４．３

１１４．１

１２２．３

１６２．９

１７２．９

１９４．４

２０．７

２９．０

３９．１

４８．１

５７．３

６１．７

７４．３

８４．５

６５．４

７５．０

７４．２

１０５．７

１１１．２

１２０．１

勤労者世帯

年
貯蓄年収比

％
負債年収比

％

金 融 正 味
資産年収比

％

１９６９年

１９７４年

１９７９年

１９８４年

１９８９年

１９９４年

１９９９年

８８．７

８０．７

９５．８

１０１．６

１３０．４

１３８．４

１４６．９

１６．７

２６．１

３８．４

４９．９

５２．８

５９．６

７７．４

７２．０

５４．６

５７．４

５１．７

７７．５

７８．８

６９．４

（資料）「全国消費実態調査」（総務省統計局）
（注１） 金融正味資産は、貯蓄現在高－負債現在高である。
（注２） 各年１１月末日現在
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加させているのが特徴である。今後の動向を占う

に当たっては、年間収入が減少に転じている点、

９０年代後半において負債の増加率が貯蓄の増加率

をかなり上回っている点が気になるところである。

２．２ 勤労者世帯の動向

勤労者世帯の貯蓄現在高は９９年で１，１７９万円で

あり、３０年間で１１．２倍、金融正味資産は９９年で

５５７万円、３０年間で６．５倍と順調に増加しているが、

全世帯と比較すると、家計構造の厳しさが浮き彫

りになっているといえる。９０年代後半における年

間収入の減少が０．２％と全世帯の３．１％減より小さ

いにもかかわらず、この間の貯蓄の増加率は

５．８％（年率１．１％増）と全世帯の貯蓄増加率

８．９％を下回っているのが特徴的である。また、

負債は９０年代後半で２９．５％の増加（年率５．３％

増）と全世帯の負債増加率１６．６％を大きく上回り、

９０年代前半（８９年１１月～９４年１１月）以前の伸び率

と比較しても鈍化している傾向が明確にはなって

いない。この結果、金融正味資産は９０年代後半で

１２．１％も減少（年率２．３％減）し、金融資産の範

疇では、資産の蓄積が進んでいない。

図表４で金融正味資産の年収比をみると、勤労

者世帯の家計の厳しさがより明確になる。９９年の

６９％は、６９年の７２％を若干下回っており、年収比

でみるとこの３０年間で金融正味資産の蓄積が進ん

でいないという厳しい状況である。８４年に５２％ま

で落ち込んだ後、８９年、９４年に７８～７９％の水準ま

で増加したが、この５年間で１０ポイント近い大き

な落ち込みがあり、９９年は６９％と年収の約７割の

水準になっている。６９％は、全世帯の１２０％と比

べて６割以下のかなり低い水準である。負債年収

比の差はそれ程大きくないが貯蓄年収比について、

全世帯（１９４％）と勤労者世帯（１４７％）の間で５０

ポイント近い大きな差があり、その差が拡大基調

にあることが大きいと考えられる。

もちろん、負債の増加に伴い、土地、住宅等の

実物資産が増加しているため、資産全体では蓄積

が進んでいる面もあるが、我が国の地価が９１年以

降、９年連続して長期低落傾向にあることを考え

ると、家計のバランスシートの厳しい状況は改善

していない可能性がある。また、金融正味資産の

年収比で全世帯と勤労者世帯の間にかなり大きな

格差が存在することは、勤労者以外の世帯の家計

が金融資産面では比較的恵まれた状況にあること

を意味している。

３ ９０年代における貯蓄・負債の種類別構成比の

推移

次に、貯蓄の種類別構成比の状況をみてみよう。

「全国消費実態調査」では、貯蓄を「金融機関」

と「金融機関外」の二つに大別し、「金融機関」

について次の通り区分している。

�１「通貨性預貯金」―「郵便局」と「銀行など」

の二つに区分。

�２「定期性預貯金」―「郵便局」と「銀行など」

の二つに区分。

�３「金投資口座・金貯蓄口座」

�４「生命保険など」―一つの区分であるが、内容

としては生命保険・損害保険・簡易保険の各保

険の払込総額（掛け捨ての保険を除く）。

�５「有価証券」―「株式・株式投資信託」、「債

券・公社債投資信託」、「貸付信託・金銭信託」

の三つに区分。「株式・株式投資信託」は、調

査年１１月末日の時価で見積もった額。

本稿では「金融機関外」と�３の「金投資口座・

金貯蓄口座」を「その他」に分類した上で、上記

の�１�２�４�５について詳しくみることとしたい。

３．１ 種類別構成比の全世帯・勤労者世帯の比較

（９９年１１月末）

貯蓄の種類別構成比について、９９年１１月末時点

７７ 郵政研究所月報 ２００１．３



で全世帯と勤労者世帯を比較したのが、図表５で

あり、「通貨性預貯金」については両者の差はほ

とんどない。「定期性預貯金」の「郵便局」につ

いても、ほとんど差がないが、「定期性預貯金」

の「銀行など」は、全世帯の方（３０．５％）が勤労

者世帯（２６．９％）より３．６ポイント多くなってい

る。逆に、「生命保険など」は、勤労者世帯の方

（３０．８％）が全世帯（２７．４％）より３．４ポイント

多くなっている。また、「有価証券」については、

３項目ともに全世帯の方が勤労者世帯より構成比

が若干多くなっている。負債については、「住

宅・土地のための負債」の構成比が両者とも約９

割とほとんどを占めており、勤労者世帯の方が若

干高い構成比となっている。

３．２ ９０年代における貯蓄の種類別構成比の動向

（全世帯）

８９、９４、９９年における貯蓄・負債の種類別現在

高と構成比の推移をまとめたのが図表６である。

貯蓄の各種類ごとに変化の状況をみてみよう。

�１ 通貨性預貯金

構成比は６．１～９．３％と大きくはないものの、９０

年代の後半において、金額で６５．８％増加、構成比

で３．２ポイント増加と大きく伸びているのが特徴

である。５年間で６５．８％は、年率で１０．６％と二桁

の増加であり、非常に大きい。この間、名目金利

の水準が大きく低下したことにより、定期性預貯

金と通貨性預貯金の金利差が縮小したことや景気

の低迷により流動性の高い手元資金を確保してお

こうという動きがあることなどによるものと考え

られる。

「郵便局」の構成比は、１０年間で１．３％から

２．４％へ増加し、「銀行など」の構成比も９４年に

４．８％と８９年の５．４％からやや減少したものの、９９

年には６．９％へ増加している。

�２ 定期性預貯金

５割弱のシェアを有する最大の項目であり、構

成 比 も８９年 の４２％か ら９４年 の４７．６％、９９年 の

４８．８％へ増加しているが、９０年代後半にはその伸

びが鈍ってきている。金額の増加率も、９０年代前

半においては４１．４％増と大きかったが、９０年代後

半には１１．６％増へ鈍化している。低金利の長期化

という状況が続いているが、金融商品の選択基準

として、安全性を指向する傾向が９０年代において

強まっていること３）を反映して、９０年代後半にお

いても定期性預貯金の構成比は１．２ポイント上昇

しており、家計の預貯金指向は依然根強いものが

３）「貯蓄と消費に関する世論調査」（貯蓄広報中央委員会）によれば、金融商品の選択基準として安全性を重視する割合は、９１年
の３７％から９９年は５５．９％へ増加している。

図表５ 種類別構成比の全世帯・勤労者世帯の比

較（９９年１１月末）

全 世 帯 勤労者世帯

構 成 比（％）

貯蓄現在高

通貨性預貯金

郵便局

銀行など

定期性預貯金

郵便局

銀行など

生命保険など

有価証券

株式・株式投信

債券・公社債投信

貸付信託・金銭信託

その他

１００．０

９．３

２．４

６．９

４８．８

１８．３

３０．５

２７．４

１１．６

６．７

２．５

２．３

２．９

１００．０

９．４

２．５

７．０

４５．６

１８．７

２６．９

３０．８

９．３

５．５

１．８

２．０

４．９

負債現在高

住宅・土地のための負債

その他の負債

月賦・年賦

１００．０

８７．５

８．９

３．６

１００．０

９１．８

４．７

３．５

（資料）「全国消費実態調査」（総務省統計局）
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図表６ 貯蓄・負債の種類別現在高と構成比の推移（全世帯）

項 目
金 額（千円） 増 減 率（％）

１９８９年 １９９４年 １９９９年 ９４年 ９９年

集計世帯数

世帯人員（人）

持家率（％）

世帯主の年齢（歳）

５２，４０７

３．７８

７５．７

４８．０

５２，７２６

３．５９

７５．５

４９．４

５２，３１３

３．４０

７７．０

５１．４

０．６

－５．０

－０．３

２．９

－０．８

－５．３

２．０

４．０

貯蓄現在高

通貨性預貯金

郵便局

銀行など

定期性預貯金

郵便局

銀行など

生命保険など

有価証券

株式・株式投信

債券・公社債投信

貸付信託・金銭信託

その他

１０，９２４

７２５

１３９

５８６

４，５９１

１，４０６

３，１８５

２，４２０

２，８０１

１，７３１

４６７

６０３

３８６

１３，６３１

８３１

１８２

６４９

６，４９３

２，１９５

４，２９８

３，６２６

２，１５３

１，１１４

３７５

６６４

５２８

１４，８４８

１，３７８

３５９

１，０２０

７，２４８

２，７１７

４，５３０

４，０６６

１，７１７

１，００１

３６８

３４８

４３８

２４．８

１４．６

３０．９

１０．８

４１．４

５６．１

３４．９

４９．８

－２３．１

－３５．６

－１９．７

１０．１

３６．８

８．９

６５．８

９７．３

５７．２

１１．６

２３．８

５．４

１２．１

－２０．３

－１０．１

－１．９

－４７．６

－１７．０

負債現在高

住宅・土地のための負債

その他の負債

月賦・年賦

３，８４０

３，１６６

４７６

１９８

４，８６７

４，２０９

４３９

２１９

５，６７４

４，９６６

５０３

２０６

２６．７

３２．９

－７．８

１０．６

１６．６

１８．０

１４．６

－５．９

構 成 比（％） 構成比のポイント差

１９８９年 １９９４年 １９９９年 ９４年 ９９年

貯蓄現在高

通貨性預貯金

郵便局

銀行など

定期性預貯金

郵便局

銀行など

生命保険など

有価証券

株式・株式投信

債券・公社債投信

貸付信託・金銭信託

その他

１００．０

６．６

１．３

５．４

４２．０

１２．９

２９．２

２２．２

２５．６

１５．８

４．３

５．５

３．５

１００．０

６．１

１．３

４．８

４７．６

１６．１

３１．５

２６．６

１５．８

８．２

２．８

４．９

３．９

１００．０

９．３

２．４

６．９

４８．８

１８．３

３０．５

２７．４

１１．６

６．７

２．５

２．３

２．９

―

－０．５４

０．０６

－０．６０

５．６１

３．２３

２．３８

４．４５

－９．８５

－７．６７

－１．５２

－０．６５

０．３４

―

３．１８

１．０８

２．１１

１．１８

２．２０

－１．０２

０．７８

－４．２３

－１．４３

－０．２７

－２．５３

－０．９２

負債現在高

住宅・土地のための負債

その他の負債

月賦・年賦

１００．０

８２．４

１２．４

５．２

１００．０

８６．５

９．０

４．５

１００．０

８７．５

８．９

３．６

―

４．０３

－３．３８

－０．６６

―

１．０４

－０．１５

－０．８７

（資料）「全国消費実態調査」（総務省統計局）
（注） 各年１１月末日現在
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ある。

「郵便局」の構成比は、１０年間で１２．９％から

１８．３％へと５．４ポイント増加している。「銀行な

ど」の構成比は、３時点 と も 約３０％の 水 準

（２９．２％～３１．５％）であり、大きな変化は生じて

いない。

�３ 生命保険など

「定期性預貯金」に次ぐ第二のシェアを有する。

構成比は、８９年の２２．２％から９４年の２６．６％、９９年

の２７．４％へと、９０年代を通じ増加しているが、

「定期性預貯金」と同様、９０年代後半にはその伸

びが鈍化してきている。金額の増加率も、９０年代

前半においては４９．８％と年率で８．４％も増加して

いたが、後半においては１２．１％、年率で２．３％の

伸びに鈍化している。「生命保険など」は預貯金

と比べ長期の契約であるため、その構成比は比較

的安定した動きを示すが、９９年調査の翌年に発生

したいくつかの保険会社の破綻（生保４社、損保

１社）が今後どのような影響を与えるかが注目さ

れる。

�４ 有価証券

８９年には「生命保険など」を上回る２５．６％もの

構成比を占めていたが、その後、株価の下落等の

影響もあり、９４年で１５．８％、９９年で１１．６％と１０年

間で１４ポイントも減少している。金額の減少率は、

９０年代前半が２３％、後半が２０％であり、減少傾向

に歯止めがかかっていないといえる。

「有価証券」のうち減少が最も大きかったのは、

「株式・株式投信」であり、８９年からの１０年間で

構成比が１５．８％から６．７％へと９．１ポイントも減少

している。これは、株式の時価がこの間大きく減

少した影響が大きいものと考えられるが、９０年代

後半の減少は前半より緩やかになっている。以下、

「貸付信託・金銭信託」の３．２ポイント減少、「債

券・公社債投信」の１．８ポイント減少と続く。「債

券・公社債投信」の金額の減少率は、９０年代後半

で１．９％減と前半の１９．７％減からかなり小さく

なっており、減少傾向に歯止めがかかった可能性

もある。

４ 世帯主の年齢別にみた貯蓄・負債の状況

「全国消費実態調査」では、貯蓄・負債の状況

を地域別、年間収入階級別、世帯主の年齢階級別、

世帯類型別、世帯主の職業別、住宅の所有関係別、

宅地の面積階級別などでとりまとめている。

本稿ではこのうち、世帯主の年齢階級別のデー

タを用いて、その状況や９０年代における推移をみ

ることとしたい。

４．１ 年齢別にみた貯蓄、負債、金融正味資産の

状況（９９年１１月末、全世帯）

９９年１１月末における貯蓄現在高、負債現在高、

金融正味資産の状況を年齢別にまとめたのが図表

７である。貯蓄は、３０歳未満から６０歳代まで年齢

階級が高くなるにつれて順調に増加しているが、

６０歳代と７０歳以上はともに２，２００万円台であり、

ほとんど差がみられない。７０歳以上は２，２６８万円

と、３０歳未満の３７３万円の６．１倍もの貯蓄を有して

おり、年齢による差は大きい。負債は、４０歳代の

８４５万円が最も多く、以下３０歳代の７８０万円、５０歳

代の５８０万円が続いている。負債が最も少ないの

は、７０歳以上の１７３万円である。

金融正味資産でみると、５０歳代１，０７２万円、６０

歳代１，９７７万円、７０歳以上２，０９５万円であり、５０歳

代が約１千万円、６０歳代・７０歳以上が約２千万円

もの金融資産の蓄積を行っている。他方、５０歳未

満の年齢階級は、いずれも金融資産の蓄積が少な

く、４０歳代で２８６万円、３０歳未満で６１万円であり、

３０歳代にいたってはマイナス６２万円と負債が貯蓄

を上回る現象が生じており、大いに注目されると

８０郵政研究所月報 ２００１．３



貯蓄現在高�

負債現在高�

金融正味資産�

貯蓄現在高�

－5,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

千円� 負債現在高� 金融正味資産�

3,726

30歳未満� 40～49歳� 60～69歳�50～59歳� 70歳以上�30～39歳�

3,120

606

7,185

7,804
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11,308

8,449
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16,512

5,796

10,716

22,530

2,758

19,772

22,682

1,734

20,948

ころである。もちろん、前述したように土地、住

宅等の実物資産の増加を考慮する必要があるため、

３０歳代でも家計全体として負債が総資産を上回っ

ている状況ではないと考えられるが、金融資産の

範疇のみで考えれば、５０歳以上と５０歳未満の間で

かなり大きな資産格差が存在していると言えそう

だ。

４．２ 年齢別にみた貯蓄、負債、金融正味資産の

推移（９０年代、全世帯）

図表７に対し、５年前（９４年１１月末）、１０年前

（８９年１１月末）の状況を同様にまとめたのが、図

表８、９である。

まず、貯蓄の推移をみてみると、５０歳以上の各

年齢階級は９０年代を通じて貯蓄が増加しているの

に対し、３０歳代と４０歳代では９０年代前半には約

２０％増加したものの、後半では増加が止まり微減

となっている。３０歳未満においても９０年代前半に

１９％増加したが、後半は１０％も減少しており、こ

こでも５０歳を境に差が生じている。９０年代前半の

増加率は、５０歳以上の年齢階級と５０歳未満の年齢

階級の間に大きな差はないが、後半において貯蓄

が増える年齢層（５０歳以上）と横ばいまたは減る

年齢層（５０歳未満）でその差が明確になってきて

いる。

負債の推移をみると、９０年代においては、７０歳

以上を除いたすべての年齢階級で負債が増加して

いる。５０歳代、６０歳代は、９０年代前半において負

債を２１～３３％増加させたものの、後半ではその伸

び率を５～１１％と鈍化させているのに対し、５０歳

未満の各年齢階級では負債の伸び率に鈍化の傾向

がみられないのが大きな特徴である。９０年代前半、

後半の伸び率を各年齢階級別にみると、３０歳未満

で１３％、３１％、３０歳代で４２％、３９％、４０歳代で

２７％、３３％であり、９０年代を通じて負債を大きく

伸ばし、特に後半は３階級とも３０％を超える大き

な伸びとなっている。

金融正味資産の推移をみると、５０歳以上の各年

図表７ 世帯主の年齢別貯蓄・負債の状況（９９年１１月末、全世帯）

（資料）「全国消費実態調査」（総務省統計局）
（注） 金融正味資産は、貯蓄現在高－負債現在高である。
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21,537

2,639

18,898

21,541

2,256

19,285

貯蓄現在高�

負債現在高�

金融正味資産�

貯蓄現在高�

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

千円� 負債現在高� 金融正味資産�

3,481

30歳未満� 40～49歳� 60～69歳�50～59歳� 70歳以上�30～39歳�

2,104

1,377

6,054

3,953

2,101

9,495

4,999

4,496

13,268

3,940

9,328

17,587

2,183

15,404

19,082

2,360

16,722

齢階級では、後半に伸びが鈍化したものの９０年代

を通じて増加しているのに対し、３０歳未満、４０歳

代は９０年代前半に１２～２８％増加したものの、後半

は４３～６６％もの大きな減少に転じている。特に、

３０歳代は９０年代を通じて減少しており、減少率も

前半が２５％、後半が１３９％と非常に大きいのが特

徴である。この結果、８９年の時点では３０歳未満の

金融正味資産が最も少なかったが、９４年時点で３０

歳代の金融正味資産が３０歳未満のそれを下回る逆

転現象が生じ、９９年で両者の差がさらに拡大する

状況になっている。

また、４．１で５０歳を境に大きな資産格差が存在

図表８ 世帯主の年齢別貯蓄・負債の状況（９４年１１月末、全世帯）

（資料）「全国消費実態調査」（総務省統計局）
（注） 金融正味資産は、貯蓄現在高－負債現在高である。

図表９ 世帯主の年齢別貯蓄・負債の状況（８９年１１月末、全世帯）

（資料）「全国消費実態調査」（総務省統計局）
（注） 金融正味資産は、貯蓄現在高－負債現在高である。

８２郵政研究所月報 ２００１．３



すると述べたが、金融正味資産について４０歳代と

５０歳代の金額を比較すると、８９年、９４年において

は、５０歳代が４０歳代の２．１倍の金融正味資産を有

しており、５年間の変化はみられなかったのに対

し、９９年には２．１倍が３．７倍に増えており、格差が

近年、拡大傾向にある可能性を示唆している。

４．３ １０年間における貯蓄、負債、金融正味資産

の変化

８９年調査時点で３０代であった人は、９９年調査時

点では４０代になっているため、両調査の各年齢階

級の平均値を１０歳ずらして比較してみることによ

り、各年齢階級の１０年間における貯蓄、負債の変

化をみたのが図表１０である。

各年齢層で集計世帯数の増減はあるが、世帯主

の平均年齢の差は、８～１１歳の範囲に収まってい

る。特に、８９年時点で４０代の年齢階級はちょうど

１０歳の年齢差であり、８９年時点で５０代の年齢階級

についても９．９歳の年齢差である。

比較的高齢である二つの年齢層で年間収入がマ

イナスになっているのは、この１０年間で退職や再

就職があったことなどによるものと考えられる。

逆に、若い方の三つの年齢層は、年間収入を３６％

～５０％増加させており、現役世代では年功序列の

賃金制度の影響がうかがえる。貯蓄については、

いずれの年齢層も増加しているが、年齢階級が上

がるにつれて増加率が低くなる傾向がみられる。

これは、高齢層になると貯蓄現在高の金額自体が

大きくなるため、貯蓄をかなり積みましても伸び

率自体は低くなることが影響しているものと考え

られる。ちなみに１０年間で最も多く貯蓄金額を増

加させたのは、９９年時点で６０歳代の年齢層であり、

図表１０ １９８９～９９年における貯蓄・負債の変化（全世帯）

集計世帯数
世帯主の年齢

（歳）

年 間 収 入

（千円）

貯蓄現在高

（千円）

負債現在高

（千円）

金融正味資産

（千円）

３０歳未満

３０～３９歳

増減数

増減率（％）

２，２９８

８，９７４

６，６７６

２９０．５

２６．９

３４．９

８．０

２９．７

４，３０９

６，４８２

２，１７３

５０．４

３，４８１

７，１８５

３，７０４

１０６．４

２，１０４

７，８０４

５，７００

２７０．９

１，３７７

－６１９

－１，９９６

－１４５．０

３０～３９歳

４０～４９歳

増減数

増減率（％）

１１，８１３

１２，６３７

８２４

７．０

３５．２

４４．７

９．５

２７．０

５，６６３

８，４４７

２，７８４

４９．２

６，０５４

１１，３０８

５，２５４

８６．８

３，９５３

８，４４９

４，４９６

１１３．７

２，１０１

２，８５９

７５８

３６．１

４０～４９歳

５０～５９歳

増減数

増減率（％）

１５，３９４

１３，０２９

－２，３６５

－１５．４

４４．２

５４．２

１０．０

２２．６

７，１６２

９，７０８

２，５４６

３５．５

９，４９５

１６，５１２

７，０１７

７３．９

４，９９９

５，７９６

７９７

１５．９

４，４９６

１０，７１６

６，２２０

１３８．３

５０～５９歳

６０～６９歳

増減数

増減率（％）

１２，１７３

１０，１４３

－２，０３０

－１６．７

５４．４

６４．３

９．９

１８．２

８，２８２

６，７７９

－１，５０３

－１８．１

１３，２６８

２２，５３０

９，２６２

６９．８

３，９４０

２，７５８

－１，１８２

－３０．０

９，３２８

１９，７７２

１０，４４４

１１２．０

６０～６９歳

７０歳以上

増減数

増減率（％）

７，８７１

５，３１３

－２，５５８

－３２．５

６３．７

７４．７

１１．０

１７．３

６，２０４

５，５５６

－６４８

－１０．４

１７，５８７

２２，６８２

５，０９５

２９．０

２，１８３

１，７３４

－４４９

－２０．６

１５，４０４

２０，９４８

５，５４４

３６．０

（資料）「全国消費実態調査」（総務省統計局）
（注） 年齢階級の上段は８９年調査時点であり、下段は９９年調査時点である。
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（単位：千円）�

30歳未満（89年）�

30～39歳（99年）�

30～39歳（89年）�

40～49歳（99年）�

40～49歳（89年）�

50～59歳（99年）�

50～59歳（89年）�

60～69歳（99年）�

60～69歳（89年）�

70歳以上（99年）�

１０年間で９２６万円の増加となっている。負債につ

いては、比較的若い二つの年齢層で１１４％～２７１％

増と大幅に増加しているが、それより高齢の年齢

層では１６％の増加か２１％～３０％の減少になってい

る。特に、９９年時点で３０歳代の年齢層は１０年間で

５７０万円も負債を増加させている。

金融正味資産の推移をみると次のことがいえる

（図表１１参照）。

�１９９年時点で５０歳代及び６０歳代の年齢層は、この

１０年間で金融正味資産を２倍以上に増やしてお

り、かなり高率の金融資産の蓄積を行った。特

に、６０歳代は１０年間で金融正味資産を１，０４４万

円増加させている。

�２９９年時点で４０歳代及び７０歳以上の年齢層は、と

もに１０年間で金融正味資産を３６％増やしている。

これは年率で３．１％の増加であり、この間の経

済成長率の伸び等を考えると順調な増加といえ

る。

�３９９年時点で３０歳代の年齢層は、８９年の金融正味

資産１３８万円を９９年でマイナスの６２万円として

おり、まさに「失われた１０年」にふさわしい結

果となっている。これは、この間貯蓄が２．１倍

増加したものの、負債が３．７倍と貯蓄の増加よ

りかなり大きく増えたことの影響が大きい。

４．４ 年齢別にみた貯蓄・負債構成比の状況（全

世帯、９９年１１月末）

９９年１１月末における貯蓄・負債の種類別構成比

を世帯主の年齢階級別にまとめたのが、図表１２で

ある。持家率は年齢とともに高くなっており、５０

歳以上は８７％以上という高率になる。年間収入は、

５０歳代までは年齢とともに増加し、その後減少す

るが、７０歳以上の年齢層においても３０歳未満の

４７９万円を上回る５５６万円の収入をあげている点が

図表１１ １９８９～９９年における金融正味資産の変化（全世帯）

（資料）「全国消費実態調査」（総務省統計局）
（注） 金融正味資産は、貯蓄現在高－負債現在高である。

８４郵政研究所月報 ２００１．３



興味深いところである。

以下、貯蓄の種類別にその特徴をみてみよう。

�１ 通貨性預貯金

３０歳代が２０．１％と最も多く、６０歳代が８．６％と

最も少ない。概していえば、年齢が上がるにつれ

て、構成比は減少している。

「郵便局」と「銀行など」の割合（両者の構成

比の比率）は、全体の平均が「郵便局」１に対し

「銀行など」の比率が２．９であり、各年代をみて

も大きな差はない。「銀行など」の比率が最も大

きいのは、５０歳代の３．１であり、「郵便局」の比率

が最も大きいのは７０歳以上の２．２である。

�２ 定期性預貯金

７０歳以上が５５．５％と最も多く、３０歳代が４１．１％

と最も少ない。概していえば、年齢が上がるにつ

れて、構成比は増加しており、６０歳以上では５０％

を超えるシェアを有している。

「郵便局」と「銀行など」の構成比の比率は、

全体の平均が「郵便局」１に対し「銀行など」の

比率が１．７であり、３０歳未満と３０歳代が１．２、４０歳

代が１．５と「郵便局」の比率が大きく、６０歳代が

２．０と「銀行など」の比率が大きくなっている。

５０歳代は１．７、７０歳以上は１．６と全体の平均とほぼ

同じ比率である。

�３ 生命保険など

４０歳代が３４．７％、３０歳代が３２．９％と３割を超え

図表１２ 世帯主の年齢別貯蓄・負債の種類別構成比（全世帯、９９年１１月末）

項 目 全世帯 ３０歳未満 ３０～３９歳 ４０～４９歳 ５０～５９歳 ６０～６９歳 ７０歳以上

集計世帯数

世帯人員（人）

持家率（％）

年間収入（千円）

５２，３１３

３．４０

７７．０

７，６３８

２，２１７

２．９４

２４．７

４，７９４

８，９７４

３．７５

５３．４

６，４８２

１２，６３７

４．１５

７８．０

８，４４７

１３，０２９

３．４１

８６．９

９，７０８

１０，１４３

２．７２

８９．９

６，７７９

５，３１３

２．４９

８９．４

５，５５６

貯 蓄

（構成比）

通貨性預貯金

郵便局

銀行など

定期性預貯金

郵便局

銀行など

生命保険など

有価証券

株式・株式投信

債券・公社債投信

貸付信託・金銭信託

その他

１００

％

９．３

２．４

６．９

４８．８

１８．３

３０．５

２７．４

１１．６

６．７

２．５

２．３

３．０

１００

％

２０．１

５．５

１４．６

４３．４

１９．８

２３．６

２５．３

５．１

３．３

１．０

０．８

６．１

１００

％

１２．６

３．２

９．４

４１．１

１８．４

２２．７

３２．９

７．４

４．６

１．８

０．９

６．０

１００

％

９．０

２．３

６．７

４３．８

１７．７

２６．１

３４．７

７．７

４．６

１．５

１．６

４．８

１００

％

８．７

２．１

６．６

４７．４

１７．８

２９．６

２９．７

１０．３

６．６

１．７

２．０

３．９

１００

％

８．６

２．２

６．４

５２．２

１７．５

３４．７

２４．２

１３．９

８．１

３．０

２．８

１．１

１００

％

９．４

２．９

６．５

５５．５

２１．３

３４．２

１７．８

１６．９

８．４

４．５

３．９

０．５

負 債

（構成比）

住宅・土地のための負債

その他の負債

月賦・年賦

１００

％

８７．５

８．９

３．６

１００

％

８３．３

６．３

１０．４

１００

％

９２．７

３．９

３．４

１００

％

９０．６

６．５

２．９

１００

％

８３．３

１３．０

３．７

１００

％

７８．６

１６．４

５．０

１００

％

７４．５

２１．１

４．５

（資料）「全国消費実態調査」（総務省統計局）
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る構成比になっており、逆に７０歳以上は１７．８％と

最も少なくなっている。働き盛りの年齢層の構成

比が大きく、比較的高齢の層の構成比が少ないの

は、保険金をもらうことになる配偶者等家族の年

齢層と関連があるものと考えられる。

�４ 有価証券

７０歳以上が１６．９％と最も多く、３０歳未満が

５．１％と最も少ない。年齢が上がるにつれて、構

成比は増加している傾向が明確に読みとれる。７０

歳以上は、３０歳未満の３．３倍の構成比であり、年

齢階級間の差も大きい。高齢者の方がリスク資産

の割合が大きいのは、保有している貯蓄の金額が

若年層に比べかなり大きいことも影響しているも

のと考えられる。

「株式・株式投信」、「債券・公社債投信」、「貸

付信託・金銭信託」の内訳をみても、３０歳代で

「債券・公社債投信」の構成比が４０歳代、５０歳代

をわずかに上回っている点を除けば、年齢が上が

るにつれて、構成比が増加している。６０歳以上の

年齢層は「株式・株式投信」の構成比が８％を超

えており、他の年齢層よりリスクをとる姿勢が強

いといえる。

�５ 負 債

「住宅・土地のための負債」の構成比は、３０歳

代が９２．７％と最も多く、４０歳代が９０．６％と続き、

５０歳以上は年齢が上がるにつれて減少し、７０歳以

上が７４．５％と最も少なくなっている。「その他の

負債」は、３０歳代が最も少なく、年齢が上がるに

つれて増加している。「月賦・年賦」は、３０歳未

満が１０．４％と他の年齢階級に比べて非常に高い割

合を占めているのが特徴である。

４．５ 年齢別にみた貯蓄の種類別構成比の推移

（９０年代、全世帯）

８９年から９９年の１０年間の貯蓄・負債の種類別現

在高と構成比の推移を年齢階級別にまとめたのが、

図表１３―１～６である。貯蓄の種類別構成比につ

いて、各年齢階級別に、表の右の欄にある「構成

比のポイント差」をみてみると次のことがいえる。

�１ ３０歳未満

「通貨性預貯金」は９０年代を通じ増加しており、

特に後半は８．５ポイント増加し、伸びが非常に大

きい。「定期性預貯金の郵便局」は９０年代を通じ

増加し、後半の伸びが大きくなっている。「定期

性預貯金の銀行など」は９０年代を通じ減少し、後

半の減少が大きくなっている。「生命保険など」

は９０年代前半増加したが、後半は減少に転じてい

る。「有価証券」は９０年代を通じ大きく減少して

いる。内訳をみると「株式・株式投信」は９０年代

前半大きく減少したが、後半は微増に転じている。

「債券・公社債投信」は９０年代を通じ減少してい

る。「貸付信託・金銭信託」は９０年代前半増加し

たが、後半は減少に転じている。

�２ ３０歳代

「通貨性預貯金」は９０年代を通じ増加しており、

特に後半は５．１ポイント増と伸びが大きい。「定期

性預貯金の郵便局」は９０年代を通じ増加し、「定

期性預貯金の銀行など」は９０年代を通じ減少して

いる。「生命保険など」は９０年代前半に５．２ポイン

ト増と大きく伸びたが、後半は微減に転じている。

「有価証券」はすべての項目が、９０年代を通じ減

少しているが、前半の減少が６．５ポイントと大き

く、後半は２．５ポイント減と減少幅が小さくなっ

ている。

８６郵政研究所月報 ２００１．３



図表１３―１ 貯蓄・負債の種類別現在高と構成比の推移（３０歳未満、全世帯）

項 目
金額（千円） 増減率（％） 構成比（％） 構成比のポイント差

８９年 ９４年 ９９年 ９４年 ９９年 ８９年 ９４年 ９９年 ９４年 ９９年

集計世帯数
世帯人員（人）
持家率（％）
年間収入（千円）
世帯主の年齢（歳）

２，２９８
３．０９
２５．５
４，３０９
２６．９

２，２２５
２．９２
２２．７
５，０７９
２６．７

２，２１７
２．９４
２４．７
４，７９４
２６．８

－３．２
－５．５
－１１．０
１７．９
－０．７

－０．４
０．７
８．８
－５．６
０．４

貯蓄現在高
通貨性預貯金

郵便局
銀行など

定期性預貯金
郵便局
銀行など

生命保険など
有価証券

株式・株式投信
債券・公社債投信
貸付信託・金銭信託

その他

３，４８１
３６４
６２
３０１
１，３９４
４５２
９４２
９３７
５２４
３０１
１３９
８４
２６２

４，１５１
４８４
１０２
３８２
１，７７４
６５０
１，１２３
１，１９１
４０１
１３５
１０１
１６５
３０１

３，７２６
７５０
２０５
５４５
１，６１６
７３６
８８０
９４１
１９０
１２２
３８
３０
２２９

１９．２
３３．０
６４．５
２６．９
２７．３
４３．８
１９．２
２７．１
－２３．５
－５５．１
－２７．３
９６．４
１４．９

－１０．２
５５．０
１０１．０
４２．７
－８．９
１３．２
－２１．６
－２１．０
－５２．６
－９．６
－６２．４
－８１．８
－２３．９

１００．００
１０．４６
１．７８
８．６５
４０．０５
１２．９８
２７．０６
２６．９２
１５．０５
８．６５
３．９９
２．４１
７．５３

１００．００
１１．６６
２．４６
９．２０
４２．７４
１５．６６
２７．０５
２８．６９
９．６６
３．２５
２．４３
３．９７
７．２５

１００．００
２０．１３
５．５０
１４．６３
４３．３７
１９．７５
２３．６２
２５．２５
５．１０
３．２７
１．０２
０．８１
６．１５

０．００
１．２０
０．６８
０．５６
２．６９
２．６７
－０．０１
１．７７
－５．３９
－５．３９
－１．５６
１．５６
－０．２８

０．００
８．４７
３．０４
５．４２
０．６３
４．０９
－３．４４
－３．４４
－４．５６
０．０２
－１．４１
－３．１７
－１．１１

負債現在高
住宅・土地のための負債
その他の負債
月賦・年賦

２，１０４
１，６５８
２１２
２３６

２，３８５
１，９２１
１３８
３２６

３，１２０
２，６００
１９５
３２５

１３．４
１６．０
－３４．９
３８．１

３０．８
３５．３
４１．３
－０．３

１００．００
７８．７１
１０．０８
１１．２２

１００．００
８０．５５
５．７９
１３．６７

１００．００
８３．３３
６．２５
１０．４２

０．００
１．８４
－４．２９
２．４５

０．００
２．７９
０．４６
－３．２５

金融正味資産 １，３７７ １，７６６ ６０６ ２８．２ －６５．７

（資料）「全国消費実態調査」（総務省統計局）

図表１３―２ 貯蓄・負債の種類別現在高と構成比の推移（３０～３９歳、全世帯）

項 目
金額（千円） 増減率（％） 構成比（％） 構成比のポイント差

８９年 ９４年 ９９年 ９４年 ９９年 ８９年 ９４年 ９９年 ９４年 ９９年

集計世帯数
世帯人員（人）
持家率（％）
年間収入（千円）
世帯主の年齢（歳）

１１，８１３
４．１２
５６．９
５，６６３
３５．２

１０，３９２
３．９３
５１．５
６，５９８
３５

８，９７４
３．７５
５３．４
６，４８２
３４．９

－１２．０
－４．６
－９．５
１６．５
－０．６

－１３．６
－４．６
３．７
－１．８
－０．３

貯蓄現在高
通貨性預貯金

郵便局
銀行など

定期性預貯金
郵便局
銀行など

生命保険など
有価証券

株式・株式投信
債券・公社債投信
貸付信託・金銭信託

その他

６，０５４
４３３
７７
３２６
２，５３１
８０４
１，７２８
１，６８４
９９３
５７７
１７６
２４１
４１３

７，１９２
５３５
１０８
４２６
２，９９７
１，１１１
１，８８５
２，３７５
７１１
３５２
１７９
１８０
５７４

７，１８５
９０２
２３０
６７２
２，９５６
１，３２４
１，６３３
２，３６２
５３１
３３３
１３１
６７
４３４

１８．８
２３．６
４０．３
３０．７
１８．４
３８．２
９．１
４１．０
－２８．４
－３９．０
１．７

－２５．３
３９．０

－０．１
６８．６
１１３．０
５７．７
－１．４
１９．２
－１３．４
－０．５
－２５．３
－５．４
－２６．８
－６２．８
－２４．４

１００．０
７．１５
１．２７
５．３８
４１．８１
１３．２８
２８．５４
２７．８２
１６．４０
９．５３
２．９１
３．９８
６．８２

１００．００
７．４４
１．５０
５．９２
４１．６７
１５．４５
２６．２１
３３．０２
９．８９
４．８９
２．４９
２．５０
７．９８

１００．００
１２．５５
３．２０
９．３５
４１．１４
１８．４３
２２．７３
３２．８７
７．３９
４．６３
１．８２
０．９３
６．０４

０．００
０．２９
０．２３
０．５４
－０．１４
２．１７
－２．３３
５．２１
－６．５２
－４．６４
－０．４２
－１．４８
１．１６

０．００
５．１２
１．７０
３．４３
－０．５３
２．９８
－３．４８
－０．１５
－２．５０
－０．２６
－０．６７
－１．５７
－１．９４

負債現在高
住宅・土地のための負債
その他の負債
月賦・年賦

３，９５３
３，４４２
３１７
１９４

５，６０５
５，０３７
３０７
２６１

７，８０４
７，２３７
３０２
２６４

４１．８
４６．３
－３．２
３４．５

３９．２
４３．７
－１．６
１．１

１００．００
８７．０７
８．０２
４．９１

１００．００
８９．８７
５．４８
４．６６

１００．００
９２．７３
３．８７
３．３８

０．００
２．７９
－２．５４
－０．２５

０．００
２．８７
－１．６１
－１．２７

金融正味資産 ２，１０１ １，５８７ －６１９ －２４．５－１３９．０

（資料）「全国消費実態調査」（総務省統計局）

８７ 郵政研究所月報 ２００１．３



図表１３―３ 貯蓄・負債の種類別現在高と構成比の推移（４０～４９歳、全世帯）

項 目
金額（千円） 増減率（％） 構成比（％） 構成比のポイント差

８９年 ９４年 ９９年 ９４年 ９９年 ８９年 ９４年 ９９年 ９４年 ９９年

集計世帯数
世帯人員（人）
持家率（％）
年間収入（千円）
世帯主の年齢（歳）

１５，３９４
４．２５
７９．７
７，１６２
４４．２

１５，１８１
４．２３
７８．６
８，５１１
４４．４

１２，６３７
４．１５
７８

８，４４７
４４．７

－１．４
－０．５
－１．４
１８．８
０．５

－１６．８
－１．９
－０．８
－０．８
０．７

貯蓄現在高
通貨性預貯金

郵便局
銀行など

定期性預貯金
郵便局
銀行など

生命保険など
有価証券

株式・株式投信
債券・公社債投信
貸付信託・金銭信託

その他

９，４９５
６０８
１１２
４９５
４，０７１
１，２３７
２，８３４
２，３６０
２，０１６
１，２７１
３２２
４２４
４４０

１１，３７９
６８１
１４７
５３３
５，２１０
１，８５２
３，３５８
３，５１３
１，３９０
７６９
２２１
４０１
５８５

１１，３０８
１，０１７
２５９
７５８
４，９５３
１，９９７
２，９５５
３，９２０
８７０
５２０
１６９
１８１
５４８

１９．８
１２．０
３１．３
７．７
２８．０
４９．７
１８．５
４８．９
－３１．１
－３９．５
－３１．４
－５．４
３３．０

－０．６
４９．３
７６．２
４２．４
－４．９
７．８

－１２．０
１１．６
－３７．４
－３２．４
－２３．５
－５４．９
－６．３

１００．００
６．４０
１．１８
５．２１
４２．８８
１３．０３
２９．８５
２４．８６
２１．２３
１３．３９
３．３９
４．４７
４．６３

１００．００
５．９８
１．２９
４．６８
４５．７９
１６．２８
２９．５１
３０．８７
１２．２２
６．７６
１．９４
３．５２
５．１４

１００．００
８．９９
２．２９
６．７０
４３．８０
１７．６６
２６．１３
３４．６７
７．６９
４．６０
１．４９
１．６０
４．８５

０．００
－０．４２
０．１１
－０．５３
２．９１
３．２５
－０．３４
６．０２
－９．０２
－６．６３
－１．４５
－０．９４
０．５１

０．００
３．０１
１．００
２．０２
－１．９９
１．３８
－３．３８
３．７９
－４．５２
－２．１６
－０．４５
－１．９２
－０．２９

負債現在高
住宅・土地のための負債
その他の負債
月賦・年賦

４，９９９
４，２８５
５２３
１９１

６，３３６
５，６２３
４８９
２２４

８，４４９
７，６５９
５４６
２４４

２６．７
３１．２
－６．５
１７．３

３３．３
３６．２
１１．７
８．９

１００．００
８５．７２
１０．４６
３．８２

１００．００
８８．７５
７．７２
３．５４

１００．００
９０．６５
６．４６
２．８９

０．００
３．０３
－２．７４
－０．２９

０．００
１．９０
－１．２６
－０．６５

金融正味資産 ４，４９６ ５．０４３ ２，８５９ １２．２ －４３．３

（資料）「全国消費実態調査」（総務省統計局）

図表１３―４ 貯蓄・負債の種類別現在高と構成比の推移（５０～５９歳、全世帯）

項 目
金額（千円） 増減率（％） 構成比（％） 構成比のポイント差

８９年 ９４年 ９９年 ９４年 ９９年 ８９年 ９４年 ９９年 ９４年 ９９年

集計世帯数
世帯人員（人）
持家率（％）
年間収入（千円）
世帯主の年齢（歳）

１２，１７３
３．５５
８７．３
８，２８２
５４．４

１２，５７９
３．４６
８６．５
９，９１５
５４．３

１３，０２９
３．４１
８６．９
９，７０８
５４．２

３．３
－２，５
－０．９
１９．７
－０．２

３．６
－１．４
０．５
－２．１
－０．２

貯蓄現在高
通貨性預貯金

郵便局
銀行など

定期性預貯金
郵便局
銀行など

生命保険など
有価証券

株式・株式投信
債券・公社債投信
貸付信託・金銭信託

その他

１３，２６８
８８０
１５７
７２３
５，５０３
１，５４８
３，９５５
３，０１８
３，４１４
２，２３４
４９２
６８８
４５３

１５，６７４
９３４
１８５
７４９
７，２５４
２，３１４
４，９４０
４，３８２
２，４６１
１，４９１
３２３
６４７
６４３

１６，５１２
１，４３８
３４８
１，０９０
７，８１９
２，９３７
４，８８２
４，９０９
１，６９４
１，０８６
２８３
３２５
６５２

１８．１
６．１
１７．８
３．６
３１．８
４９．５
２４．９
４５．２
－２７．９
－３３．３
－３４．３
－６．０
４１．９

５．３
５４．０
８８．１
４５．５
７．８
２６．９
－１．２
１２．０
－３１．２
－２７．２
－１２．４
－４９．８
１．４

１００．００
６．６３
１．１８
５．４５
４１．４８
１１．６７
２９．８１
２２．７５
２５．７３
１６．８４
３．７１
５．１９
３．４１

１００．００
５．９６
１．１８
４．７８
４６．２８
１４．７６
３１．５２
２７．９６
１５．７０
９．５１
２．０６
４．１３
４．１０

１００．００
８．７１
２．１１
６．６０
４７．３５
１７．７９
２９．５７
２９．７３
１０．２６
６．５８
１．７１
１．９７
３．９５

０．００
－０．６７
－０．００
－０．６７
４．８０
３．１０
１．７１
５．２１

－１０．０３
－７．３２
－１．６５
－１．０６
０．６９

０．００
２．７５
０．９３
１．８２
１．０７
３．０２
－１．９５
１．７７
－５．４４
－２．９４
－０．３５
－２．１６
－０．１５

負債現在高
住宅・土地のための負債
その他の負債
月賦・年賦

３，９４０
３，００２
７１３
２２６

５，２２８
４，３３８
６４０
２４９

５，７９６
４，８２９
７５４
２１３

３２．７
４４．５
－１０．２
１０．２

１０．９
１１．３
１７．８
－１４．５

１００．００
７６．１９
１８．１０
５．７４

１００．００
８２．９８
１２．２４
４．７６

１００．００
８３．３２
１３．０１
３．６７

０．００
６．７８
－５．８５
－０．９７

０．００
０．３４
０．７７
－１．０９

金融正味資産 ９，３２８ １０，４４６ １０，７１６ １２．０ ２．６

（資料）「全国消費実態調査」（総務省統計局）

８８郵政研究所月報 ２００１．３



図表１３―５ 貯蓄・負債の種類別現在高と構成比の推移（６０～６９歳、全世帯）

項 目
金額（千円） 増減率（％） 構成比（％） 構成比のポイント差

８９年 ９４年 ９９年 ９４年 ９９年 ８９年 ９４年 ９９年 ９４年 ９９年

集計世帯数
世帯人員（人）
持家率（％）
年間収入（千円）
世帯主の年齢（歳）

７，８７１
３．１１
９１．１
６，２０４
６３．７

９，０２１
２．８５
９１．２
７，０８０
６４．２

１０，１４３
２．７２
８９．９
６．７７９
６４．３

１４．６
－８．４
０．１
１４．１
０．８

１２．４
－４．６
－１．４
－４．３
０．２

貯蓄現在高
通貨性預貯金

郵便局
銀行など

定期性預貯金
郵便局
銀行など

生命保険など
有価証券

株式・株式投信
債券・公社債投信
貸付信託・金銭信託

その他

１７，５８７
１，１３８
２２８
９０９
７，３６９
２，３２９
５，０４０
３，３３８
５，４８７
３，０２９
１，０６６
１，３９１
２５５

２１，５３７
１，１７６
２６６
９１０

１１，０２１
３，４３７
７，５８４
４，８３８
４，１２６
１，９４０
７３２
１，４５４
３７６

２２，５３０
１，９３３
４９４
１，４３９
１１，７６６
３，９４０
７，８２６
５，４５６
３，１２３
１，８２３
６７４
６２６
２５２

２２．５
３．３
１６．７
０．１
４９．６
４７．６
５０．５
４４．９
－２４．８
－３６．０
－３１．３
４．５
４７．５

４．６
６４．４
８５．７
５８．１
６．８
１４．６
３．２
１２．８
－２４．３
－６．０
－７．９
－５６．９
－３３．０

１００．００
６．４７
１．３０
５．１７
４１．９０
１３．２４
２８．６６
１８．９８
３１．２０
１７．２２
６．０６
７．９１
１．４５

１００．００
５．４６
１．２４
４．２３
５１．１７
１５．９６
３５．２１
２２．４６
１９．１６
９．０１
３．４０
６．７５
１．７５

１００．００
８．５８
２．１９
６．３９
５２．２２
１７．４９
３４．７４
２４．２２
１３．８６
８．０９
２．９９
２．７８
１．１２

０．００
－１．０１
－０．０６
－０．９４
９．２７
２．７２
６．５６
３．４８

－１２．０４
－８．２２
－２．６６
－１．１６
０．３０

０．００
３．１２
０．９６
２．１６
１．０５
１．５３
－０．４８
１．７５
－５．３０
－０．９２
－０．４１
－３．９７
－０．６３

負債現在高
住宅・土地のための負債
その他の負債
月賦・年賦

２，１８３
１，６０８
４３４
１４１

２，６３９
２，１２８
３７０
１４０

２，７５８
２，１６８
４５２
１３８

２０．９
３２．３
－１４．７
－０．７

４．５
１．９
２２．２
－１．４

１００．００
７３．６６
１９．８８
６．４６

１００．００
８０．６４
１４．０２
５．３１

１００．００
７８．６１
１６．３９
５．００

０．００
６．９８
－５．８６
－１．１５

０．００
－２．０３
２．３７
－０．３０

金融正味資産 １５，４０４ １８，８９８ １９，７７２ ２２．７ ４．６

（資料）「全国消費実態調査」（総務省統計局）

図表１３―６ 貯蓄・負債の種類別現在高と構成比の推移（７０歳以上、全世帯）

項 目
金額（千円） 増減率（％） 構成比（％） 構成比のポイント差

８９年 ９４年 ９９年 ９４年 ９９年 ８９年 ９４年 ９９年 ９４年 ９９年

集計世帯数
世帯人員（人）
持家率（％）
年間収入（千円）
世帯主の年齢（歳）

２，８５８
２．９１
８９．１
５，３２２
７４．６

３，３２８
２．５７
９０

５，５５２
７４．７

５，３１３
２．４９
８９．４
５，５５６
７４．７

１６．４
－１１．７
１．０
４．３
０．１

５９．６
－３．１
－０．７
０．１
０．０

貯蓄現在高
通貨性預貯金

郵便局
銀行など

定期性預貯金
郵便局
銀行など

生命保険など
有価証券

株式・株式投信
債券・公社債投信
貸付信託・金銭信託

その他

１９，０８２
１，２２５
３２４
９０１
８，０６３
２，７７５
５，２８７
２，２４５
７，４０５
５，０６７
１，１４５
１，１９３
１４４

２１，５４１
１，３６５
３９３
９７３

１１，４４３
４，４０６
７，０３７
３，６３０
４，８５１
２，０９３
１，１０４
１，６５４
２５２

２２，６８２
２，１３０
６５０
１，４７９
１２，５８３
４，８３１
７，７５２
４，０３３
３，８２３
１，９１６
１，０１２
８９５
１１３

１２．９
１１．４
２１．３
８．０
４１．９
５８．８
３３．１
６１．７
－３４．５
－５８．７
－３．６
３８．６
７５．０

５．３
５６．０
６５．４
５２．０
１０．０
９．６
１０．２
１１．１
－２１．２
－８．５
－８．３
－４５．９
－５５．２

１００．００
６．４２
１．７０
４．７２
４２．２５
１４．５４
２７．７１
１１．７７
３８．８１
２６．５５
６．００
６．２５
０．７５

１００．００
６．３４
１．８２
４．５２
５３．１２
２０．４５
３２．６７
１６．８５
２２．５２
９．７２
５．１３
７．６８
１．１７

１００．，００
９．３９
２．８７
６．５２
５５．４８
２１．３０
３４．１８
１７．７８
１６．８５
８．４５
４．４６
３．９５
０．５０

０．００
－０．０８
０．１３
－０．２０
１０．８７
５．９１
４．９６
５．０９

－１６．２９
－１６．８４
－０．８８
１．４３
０．４２

０．００
３．０５
１．０４
２．００
２．３５
０．８４
１．５１
０．９３
－５．６７
－１．２７
－０．６６
－３．７３
－０．６７

負債現在高
住宅・土地のための負債
その他の負債
月賦・年賦

２，３６０
１，８８０
２２９
２５１

２，２５６
１，９０９
２６３
８４

１，７３４
１，２９１
３６６
７８

－４．４
１．５
１４．８
－６６．５

－２３．１
－３２．４
３９．２
－７．１

１００．００
７９．６６
９．７０
１０．６４

１００．００
８４．６２
１１．６６
３．７２

１００．００
７４．４５
２１．１１
４．５０

０．００
４．９６
１．９５
－６．９１

０．００
－１０．１７
９．４５
０．７７

金融正味資産 １６，７２２ １９，２８５ ２０，９４８ １５．３ ８．６

（資料）「全国消費実態調査」（総務省統計局）

８９ 郵政研究所月報 ２００１．３



�３ ４０歳代

「通貨性預貯金」は９０年代前半やや減少したが、

後半は３ポイントの増加に転じている。「定期性

預貯金の郵便局」は９０年代を通じ増加しているが、

後半の増加幅は１．４ポイントであり、前半の３．３ポ

イント増より小さくなっている。「定期性預貯金

の銀行など」は９０年代を通じ減少し、後半の減少

（３．４ポイント減）が前半の減少（０．３ポイント

減）より大きくなっている。「生命保険など」は、

９０年代を通じ増加しており、特に前半は６ポイン

ト増と増加幅が大きく、後半は３．８ポイント増と

伸びがやや鈍化している。３０歳未満と３０歳代が９０

年代後半に「生命保険など」の構成比を減少させ

ているのに比べると対照的であり、４０歳代の「生

命保険など」へのニーズは根強いものがあるとい

える。「有価証券」はすべての項目が、９０年代を

通じ減少しており、特に前半の減少幅が９ポイン

ト減と大きい。内訳をみると「株式・株式投信」

の減少が大きい。

�４ ５０歳代

「通貨性預貯金」は９０年代前半やや減少し、後

半は増加に転じているが増加幅は他の年齢階級に

比べると小さい。「定期性預貯金の郵便局」は９０

年代を通じ増加しており、増加幅は前半３．１ポイ

ント、後半３ポイントとほぼ同じである。「定期

性預貯金の銀行など」は９０年代前半増加したが、

後半は減少に転じている。「生命保険など」は、

９０年代を通じ増加しているが、後半の増加幅１．８

ポイント増は前半の５．２ポイント増に比べかなり

小さくなっている。「有価証券」はすべての項目

が、９０年代を通じ減少しており、特に前半の減少

幅が１０ポイント減と大きい。内訳をみると「株

式・株式投信」の減少が大きい。

�５ ６０歳代

「通貨性預貯金」は９０年代前半減少し、後半は

３．１ポイントの増加に転じている。「通貨性預貯金

の郵便局」が前半わずかながら減少している

（０．１ポイント減）のが他の年齢階級にない特徴

である。「定期性預貯金の郵便局」は９０年代を通

じ増加しているが、後半の増加幅は前半より小さ

くなっている。「定期性預貯金の銀行など」は９０

年代前半に６．６ポイント増と大きく増加したが、

後半は０．５ポイント減と微減に転じている。「生命

保険など」は、９０年代を通じ増加しているが、後

半の増加幅は前半より小さくなっている。「有価

証券」はすべての項目が、９０年代を通じ減少して

おり、特に前半の減少幅が１２ポイント減と大きい。

内訳をみると、前半は「株式・株式投信」、後半

は「貸付信託・金銭信託」の減少幅が大きい。

�６ ７０歳以上

「通貨性預貯金」は９０年代前半横ばいであった

が、後半は３．１ポイントの増加に転じている。「定

期性預貯金の郵便局」は９０年代前半に５．９ポイン

ト増と大きく増加したが、後半は０．８ポイント増

と微増になっている。「定期性預貯金の銀行な

ど」は、郵便局とほぼ同じ動きであるが、後半の

増加幅は１．５ポイント増と郵便局を上回るように

なった。「生命保険など」は、９０年代前半５．１ポイ

ント増と大きく増加したが、後半は０．９ポイント

増と微増になっている。「有価証券」は９０年代を

通じ大きく減少しており、特に前半の減少幅は

１６．３ポイント減と非常に大きい。内訳をみると

「貸付信託・金銭信託」のみが前半に増加してい

るが、他はすべて減少となっている。特に、前半

において「株式・株式投信」が１６．８ポイント減と

非常に大きく減少しているのが目立つ。
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５ おわりに

本稿では「全国消費実態調査」の速報データ等

を使い、９９年１１月における二人以上の一般世帯の

貯蓄・負債の状況や１９９０年代における変化動向に

ついて、特に年齢階級を中心に概観してきた。も

ちろん、これらは土地・住宅等の実物資産を考慮

しない、あくまで金融資産の範疇のみでみた家計

の状況であり、今まで紹介した統計数字もあくま

で平均値である点に十分留意する必要がある。

９０年代の後半において負債がかなり大きく増加

したため、金融正味資産でみた家計の状況は苦し

くなっており、特に世帯主が３０歳代の世帯は厳し

い状況にあるといえる。また、勤労者以外の世帯

に比べると勤労者世帯の家計が厳しくなっている。

我が国経済が低成長の時代になり、所得の大幅な

伸びが今後期待できない状況下では、貯蓄の増加

には一定の制約があるため、金融正味資産を増加

させるためには、負債の増加を抑えていくことが

重要である。

図表７にみられるように、３０歳代、４０歳代が大

きな負債を抱えた状況では、これらの年齢階級で

負債を抱えている世帯が消費に回すことのできる

お金はそれ程増えず、消費マインドも強くならな

い可能性がある４）。数年前に日本経済の構造問題

の一つとして、多くの企業が過剰設備、過剰雇用、

過剰債務の「三つの過剰」を抱えていることが話

題となったが、今後は、家計における過剰債務の

問題が徐々にクローズアップされてくる可能性も

あるのではないかと考える。

また、金融正味資産について世帯主が５０歳以上

と５０歳未満の世帯の間にかなり大きな格差が存在

していることは、社会保障の制度改革などを論じ

る際によくいわれる「世代間の公平」という問題

が今後さらに議論を呼ぶ可能性があることを示唆

している。５０歳代が約１，０００万円の金融正味資産

を有しているのは、この世代が子育てを終え、来

るべき老後に備えて貯蓄に励む時期であることを

考えれば、ごく自然な結果であるとの見方もでき

る。また、６０歳以上の年齢階級は、約２，０００万円

もの金融正味資産を有しており、平均値の数字で

あるとはいえストック面ではかなり豊かな状況に

あるとの見方も可能である。もちろん、これらの

世代も老後の備えは必要であり、金融正味資産を

遺産として残す選択もあるが、これらのストック

が今後いかなる要因でどのような動きを示すかが

注目されるところである。

「全国消費実態調査」は、世帯主の年齢階級別

以外にも地域別、年間収入階級別、世帯類型別、

世帯主の職業別、住宅の所有関係別、宅地の面積

階級別など豊富なデータを有している。また、二

人以上の一般世帯以外にも、全国の総世帯数の約

４分の１を占めるまでに増加している単身世帯

（若年単身世帯、高齢単身世帯）に関するデータ

もある。これらのデータを使って、今回と同様な

分析をするとさらに興味深い結果が得られる可能

性もある。
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